
事業再構築補助金とは 

新型コロナウイルス感染症の影響が長期

化し、当面の需要や売り上げの回復が期待

しづらい中、ポストコロナ・ウィズコロナ

時代の経済社会の変化に対応するために中

小企業等の事業再構築を支援することで、

日本経済の構造転換を促すことが重要です。

そのため、新分野展開、事業転換、業種転換、

業態転換、又は事業再編という思い切った

事業再構築に意欲を有する中小企業等の挑

戦を支援します。次回で今年度の募集は締

切です（令和5年1月13日(金)18時）。 

 

補助対象経費 

本補助金は設備投資を支援するものです。

設備費のほか、建物の建設費、建物改修費、

撤去費、システム構築費も補助対象です。 

【主要経費】 

●建物費（建物の建築・改修・撤去に要する

経費）、機械設備・システム構築費 

【関連経費】 

●外注費（製品開発に要する加工、設計等）、

技術導入費（知的財産権導入に係る経費） 

●研修費（教育訓練費等）、広告宣伝費・販

売促進費（広告作成、媒体掲載、展示会出展

等） 

 

補助対象外の経費の例 

●補助対象企業の従業員の人件費、従業員

の旅費 

●不動産、株式、公道を走る車両、パソコン、

スマートフォン、家具等汎用品の購入費 

●販売する商品の原材料費、消耗品費、光

熱水費、通信費 

 

事業計画の策定 

補助金の審査は事業計画を基に行われま

す。採択されるためには、説得力のある事

業計画を策定することが必要です。事業計

画は、認定経営革新等支援機関と相談しつ

つ下記の要件を記載する必要があります。 

●現在の企業の事業、強み・弱み、機会・脅

威、事業環境、事業再構築の必要性 

●事業再構築の具体的内容（提供する製品・

サービス、導入する設備、工事等） 

●事業再構築の市場の状況、自社の優位性、

価格設定、課題やリスクとその解決法 

●実施体制、スケジュール、資金調達計画、

収益計画（付加価値増加を含む） 

 

 

 

 

 

 

 
2022年11月18日(金) 

小栗キャップのNews Letter 
税理士法人ＳＴＲ 代表社員・税理士 小栗 悟 

名古屋本部 〒450-0001 名古屋市中村区那古野1-47-1 名古屋国際センタービル17F 

      TEL：052-526-8858 FAX：052-526-8860 

岐阜本部  〒500-8833 岐阜県岐阜市神田町6-11-1 協和第二ビル3・4階 

      TEL：058-264-8858 FAX：058-264-8708 

Email: info@str-tax.jp  http://www.str-tax.jp 

次回で今年度の募集は最後です！ 

～事業再構築補助金～ 

ビデオ会議ツー

ルを使って事業

転換できないか

な？ 
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